
   
北海道林業事業体登録制度における公表情報の活⽤ガイドライン 

 
 

○ このガイドラインは、登録情報の各項⽬毎の内容を簡潔に説明したものです。 
○ 林業事業体情報は、林業事業体の申請に基づき登録したものです。 
○ 登録された林業事業体は、道が⽰した指針の遵守を宣誓しています。 
○ 登録情報の内容は、登録林業事業体からの届出により随時変更・更新されます。 
 
 

 
 
〈登録制度要綱･指針〉 

  北海道林業事業体登録制度の詳細については、本制度の要綱、指針を参照ください。 
○ 北海道林業事業体登録実施要綱            
○ 北海道における適切な森林整備等の実施に向けた指針  
 

〈参考〉 
○ 林野庁 HP-林業事業体の登録・評価の仕組みについて   

〈登録情報項⽬〉 
 

Ⅰ 基本情報 
   事業体名、代表者、住所、組織形態、代表電話番号、代表 FAX 番号、ホームページ、代表 E-mail、設⽴年⽉⽇、事業の種類 
   

Ⅱ 認定取得情報 
   林業労働⼒の確保の促進に関する法律に基づく認定事業主、合法⽊材等供給事業者認定 
   

Ⅲ 事業実⾏体制 
  事業実績、事業区域、従業員数、技術者数、機械保有台数、 
 
Ⅳ 雇⽤・安全衛⽣管理体制 
  雇⽤管理体制、就業規則、各種保険、労働安全衛⽣法令関係 
  
Ⅴ その他事業体情報 
   
Ⅵ 成績評定結果 



   
Ⅰ 基本情報 

項  ⽬ 区  分  説     明 留意点 
事業体名  個⼈事業主の場合、事業体の名称は個⼈名の場

合があります。 
 

※ 各項⽬に関係する法令の原⽂については、次の参考ページで検索ができます。 

 
参考 電⼦政府総合窓⼝－法令検索 

  
※ 林業⽤語については、次の参考ページを参照してください。 
 
参考 林野庁－森林･林業⽩書－⽤語の索引 
 
参考 北海道庁－森林づくり⽩書－⽤語解説（P158〜） 
 
 
参考 ⼀般法⼈全国林業改良普及協会－森林･林業⽤語辞典 
  

代表者 役職名・⽒名 
住所 郵便番号・住所 
組織形態  組織形態は、会社、協同組合、森林組合、個⼈事

業主、その他(NPOなど)に区分しています。 代表電話番号  
代表FAX番号  
ホームページ  
代表E-mail  
設⽴年⽉⽇  個⼈事業主は事業開始年⽉⽇を掲載しています。 

事業の種類 
造林 地拵え、植栽、下刈り、枝打ち、間伐等 
素材⽣産 ⽴⽊伐倒、集材、枝払い、⽟切り、はい積み等 

 
 
Ⅱ 認定取得状況 

公表項⽬ 区  分  説     明 留意点 

1 労確法に基
づく認定事業
主 

認定番号 
認定年⽉⽇ 

林業労働⼒の確保の促進に関する法律(労確法)
第５条第１項に基づき、雇⽤管理の改善及び事
業の合理化を⼀体的に図るために必要な措置に
ついての計画を作成し、都道府県知事の認定を
受けた事業主のことです。 
関係法令︓林業労働⼒の確保の促進に関する法
律 

※ 次のホームページに雇⽤管理の改善及び事業の合理化改善措置計
画の説明があります。 

参考 北海道庁－⽔産林務部－林業⽊材課－改善措置計画 
 
※ 認定を受けた事業体には、法定の優遇措置や基⾦事業の⽀援が受

けられる特典があります。 

2 合法⽊材等
供給事業者認
定 

認定番号 
認定年⽉⽇ 

⽊材・⽊材製品の合法性を証明することができ
ると認定された事業者のことです。 

※ 次のホームページに⽊材の合法証明の説明があります。 
参考 北海道庁－⽔産林務部－林業⽊材課－⽊材の合法証明 
 
参考 合法⽊材ナビ 
 

  



   
Ⅲ 事業実⾏体制 

項  ⽬ 区  分  説     明 留意点 

1 事業実績 
造林 

植栽︓苗⽊を植え付けることです ※ 過去2カ年の事業実績を掲載しています。 
下刈︓植栽⽊の周囲の雑草を刈り払う作業のことです 
その他︓枝打ち、除伐などの保育作業のことです 

素材⽣産 
天然林︓天然の⽊を伐採することです 
⼈⼯林︓⼈が植えた⽊を伐採することです 

2 事業区域 市町村名等 事業を実施している区域を市町村名で掲載しています ※ 事業実施区域が広域の場合は○○⼀円等と記載されます。 

3 従業員数 
現場作業員 主に森林等で現場作業に従事する従業員です ※ 「うち通年」欄には、年間を通じて雇⽤されている従業

員数を掲載しています。 事務職員 主に本社･⽀社等で内部事務を⾏う従業員です 

4 技術者数 

技術⼠ 技術⼠法に基づく⽂部科学省管轄の国家資格を有する者のことです。 ※ 次のホームページに各技術者の説明があります。 
 
参考(社)⽇本技術⼠会 
 
参考(社)⽇本森林技術協会 
 
参考 森林施業プランナー認定制度ポータルサイト 
 
参考 (社)フォレストサーベイ-H24森林作業道作設オペレーターの育成対策事業  
 
参考 林野庁-緑の雇⽤現場技能者育成事業 
 

林業技⼠ (社)⽇本森林技術協会が認定する資格を有する者のことです。 
認定森林施業 
プランナー 

森林施業プランナーのうち森林施業プランナー協会の認定を受けた
ものを認定森林施業プランナーといいます。 

森林施業プランナー 森林施業プランナー養成研修を受講するなどし、森林施業⽅針や施業
プランを森林所有者に提案、合意形成を図る者のことです。 

森林作業道 
作設オペレーター 

森林作業道作設オペレーター養成のための研修を受講するなどして、
丈夫で簡易な作業道を作設する能⼒を有する者のことです。 

フォレストマネー
ジャー 

総括現場管理
責任者 

「研修終了者に係る登録制度の運⽤について」
(H10.4.1付10林野組第36号林野庁⻑官通知)
に基づき、林業労働⼒確保⽀援センター等が実
施する研修を修了し、農林⽔産省が備える研修
終了者名簿に登録された者のことです。 

フォレストリーダ
ー 

現場管理責任
者 

フォレストワーカー 林業作業⼠ 

5 林業機械 
  保有台数 

グラップル ⽊材を掴んで積み込みや荷下ろしを⾏う機械です。 ※ 次のホームページに⾼性能林業機械の解説があります。 
 
参考 林野庁－分野別情報－林業を⽀える⾼性能林業機械 
 
参考 (社)林業機械化協会－林業機械について 
 

フェラバンチャ 林内を⾛⾏し、⽴⽊を伐倒し集積する機械です。 

スキッダ 複数の⽊材を牽引して⼟場に運び出す機械です。 

プロセッサ ⽊材の枝払い、測尺、⽟切りを連続して⾏う機械です。 

ハーベスタ ⽴⽊の伐倒、枝払い、⽟切り、集積を⼀貫して⾏う機械です。 

フォワーダ ⽊材を荷台に積んで運ぶ集材専⽤の機械です。 

タワーヤーダ 簡便に架線集材できる移動可能な集材機です。 

スウィングヤーダ 建設⽤マシンに集材⽤ウィンチを搭載した簡易集材機です。 

その他⾼性能林業機械 建設⽤マシンに複数の⾼性能林業機械を装備した機械などです。 

  



   
 Ⅳ 雇⽤・安全衛⽣管理体制 

項  ⽬ 区  分  説     明 留意点 

1 雇⽤管理 

雇⽤管理者の
選任 

労確法第30条第1項及び厚⽣労働省令に基づき、林業労働
者の募集、配置、教育訓練などの雇⽤管理を⾏うために選任
された者のことです。 
関係法令︓林業労働⼒の確保の促進に関する法律 

※ 常時５⼈以上の労働者を雇⽤する事業所毎に選任する
よう努めることとされています。 

参考 電⼦政府総合窓⼝－法令検索 
 

雇⽤に関する
⽂書の交付 

労確法第31条及び厚⽣労働省令に基づき、事業主が林業労
働者を雇い⼊れたときに交付する、雇⽤期間、業務内容など
を明らかにした⽂書のことです。 
関係法令︓林業労働⼒の確保の促進に関する法律 

※ 労働条件については、書⾯により交付するよう努める
こととされています。 

参考 電⼦政府総合窓⼝－法令検索 

2 就業規則 

有無 使⽤者が制定する労働条件の画⼀化・明確化のため、就業
時間・賃⾦・退職・職場規律等について労働基準法において
定められた規則のことです。 
関係法令︓労働基準法 

※ 常時10⼈以上従業員がいる会社については、作成が義
務とされています。 

参考 電⼦政府総合窓⼝－法令検索 

3 各種保険 

労災保険 労災保険法に基づく制度で、業務上災害⼜は通勤災害によ
り、労働者が負傷した場合、疾病にかかった場合、障害が残
った場合、死亡した場合等について、被災労働者⼜はその遺
族に対し所定の保険給付を⾏う制度です。 

〜（財）労災保険情報センターHPから抜粋〜 
関係法令︓労働者災害補償保険法 

※ 労働者を使⽤する事業体については、原則的に強制適
⽤とされています。 

※ 次のホームページに労災保険の説明があります。 
 
参考 （財）労災保険情報センター 
 

雇⽤保険 労働者が失業した場合、雇⽤継続が困難となった場合など
に、⽣活の安定と就職の促進のために失業等給付を⽀給し、
失業予防、雇⽤機会増⼤、能⼒開発など労働者の福祉の増進
を図るための事業を実施する制度です。 
関係法令︓雇⽤保険法 

※ 所定期間労働者を雇⽤する事業所については、原則的に適⽤
することとされています。 

※ 次のホームページに雇⽤保険制度の説明があります。 
 
参考 厚⽣労働省－雇⽤保険制度 
  

健康保険 ⽇本の公的医療保険制度、すなわち社会保障のうち社会保
険（医療保険）に分類され、健康保険に加⼊する被保険者が
医療の必要な状態になったとき医療費を保険者が⼀部負担す
る制度です。 
関係法令︓健康保険法 

※ 法⼈については、強制適⽤とされています。 
※ 次のホームページに健康保険について説明があります。 
 
参考 全国健康保険協会 
 

厚⽣年⾦ 厚⽣年⾦保険法に基づき、⺠間企業労働者が加⼊し、加⼊
者や遺族のため、⽼齢年⾦、障害年⾦、遺族年⾦が⽇本年⾦

※ 法⼈については、強制適⽤とされています。 
※ 次のホームページに厚⽣年⾦について説明があります。 



   
機構から⽀払われる公的年⾦制度です。 
関係法令︓厚⽣年⾦保険法 

参考 ⽇本年⾦機構 
 

退職⾦共済等  退職⾦共済制度とは、働く⼈たちのために国が作った退職
⾦制度で、中退共、建退共、林退共などがあります。 
関係法令︓中⼩企業退職⾦共済法 
関連制度︓中⼩企業退職⾦共済制度、建設業退職⾦共済制度 

林業退職⾦共済制度 

※ 次のホームページに各退職⾦共済制度について説明があります。 
 
参考 中⼩企業業退職⾦共済事業本部 
 
参考 建設業退職⾦共済事業本部 
 
参考 林業退職⾦共済事業本部 

4 労働安全衛⽣
法令関係資格 

各種管理者等 

総括安全衛⽣管理者 関係法令: 労働安全衛⽣法 
次のホームページに各種管理者の選任基準が掲載されています。 
 
参考 厚⽣労働省－過去の報道資料の参照ページ 
 

安全管理者 
衛⽣管理者 
安全衛⽣推進者 

各種教育等 

伐⽊等作業従事者に係る特別教育 ※ 次のホームページで技能講習、安全教育関連規則等が確認できます 
 
参考 北海道労働局 
 
参考 安全情報センター(運営︓中央労働災害防⽌協会) 
 

ショベルローダー等の運転の業務に係る特別教育 
機械集材装置運転業務の安全衛⽣特別教育 
刈り払機取扱作業者安全衛⽣教育 
造林作業指揮者等安全衛⽣教育 
林内作業⾞を使⽤する集材作業従事者に対する安全教育 
荷役運搬機械等はい作業の安全教育 

各種技能講習 

地⼭の掘削及び⼟留め⽀保⼯作業主任者技能講習 
はい作業主任者技能講習 
⼩型移動式クレーン運転技能講習 
⾞両系建設機械運転技能講習 
不整地運搬⾞運転技能講習 
⽟掛技能講習 
その他 

  



   
 
Ⅴ その他事業体情報 

項  ⽬  説     明 活⽤のポイントと留意点 

その他事業体
情報 

緑化・防災活動等ボランティア活動、表
彰実績、森林認証、ＩＳＯ、事業体の特
⾊、⽀店情報、事前相談、無料⾒積、施
業集約化、森林経営計画策定、各種補助
⾦事務取扱など事業体のPR事項を掲載
しています。 

※ 次のホームページにCSR(企業の社会的責任)の説明があります。 
参考 経団連  
 
参考 経済同友会  
 
※ 次のホームページに北海道知事が⾏う表彰について説明があります。 
参考 北海道庁総務部⼈事課HP   
 
※ 次のホームページに森林認証について説明があります。 
参考 WWFジャパン FSCについて  
 
参考 SGEC 「⼀般社団法⼈ 緑の循環認証会議」 
  
参考 PEFCアジアプロモーションズ  
 
※ 次のホームページにISOについて説明があります。 
参考 ⽇本⼯業標準調査会  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



   
 
Ⅵ 成績評定結果 

項  ⽬  区       分 説           明 

評定事業年度 評定を実施した年度 
・成績評定を実施した事業の完了年度を記載しています。（申請⽇の前事業年度） 
・北海道発注事業における道有林(育林事業)並びに道有林(造材事業)については、暦年（12⽉末）までに完成した事業 
 

成績評定点 
表 ⽰区 分 

評定件数 
最 ⾼ 点 
最 低 点 
平 均 点 

・１年分の事業成績評定件数、最⾼点、最低点、平均点を100点表⽰で記載しています。 
・平均点は、⼩数点以下を四捨五⼊した整数値を表⽰しています。 
・北海道森林管理局発注事業、北海道発注事業の治⼭事業(造林⼯事)、道有林(育林事業)、道有林(造材事業)及び森林

整備補助事業は、それぞれ評定要領、配点等が異なることから評定点数を単純⽐較することはできません。 
   

 北海道森林管理局発注事業 

根拠1 国有林野事業の素材⽣産及び造林に係る請負事業成績評定要領に基づく評定。 
国有林野における素材⽣産、造林に係る事業成績を評定しています。 
 

参考 林野庁-造林事業について  
林野庁-素材⽣産請負事業について 
 

発注者 
（事 業） 

区 分 

北 
海 
道
発
注
事
業 

治⼭事業（造林⼯事） 

根拠２ 造林⼯事施⼯成績評定要領に基づく評定。 
    保安林の補植、本数調整伐などの森林整備（治⼭ダム⼯事等に伴う植栽⼯、⽀障⽊伐採等を除く）に係る事業

成績を評定しています。 
 
参考  造林⼯事施⾏成績評定要領 

 
・令和２年度施⾏成績評定状況 
 治⼭事業(造林⼯事)  評定件数 45 件  全道最⾼点 96 点  最低点 80 点  平均点 88.6 点 
 

道有林（育林事業） 
 

道有林（造材事業） 

根拠３ 育林事業施⾏成績評定要領に基づく評定｡ 道有林の造林、保育等の事業成績を評定しています｡ 
根拠４ 造材事業成績評定要領に基づく評定｡ 道有林の伐⽊、造材等の事業成績を評定しています｡ 
 
参考   育林事業施⾏成績評定要領、造材事業成績評定要領  
 
・令和２年事業成績評定状況 
 道有林(育林事業)  評定件数30件  全道最⾼点96点  最低点81点  平均点91点 
 道有林(造材事業)  評定件数110件  全道最⾼点98点  最低点83点  平均点93.5点 
 



   
 
 
 
 
 
 

森林整備補助事業 
 

(⼀般⺠有林) 

根拠5 北海道における森林整備事業に係る林業事業体の成績評定要領に基づく評定｡ 
道が補助⾦を交付する⼀般⺠有林の造林、下刈り、除間伐等森林整備に係る事業成績を評定しています｡ 
 

参考  北海道における森林整備事業に係る林業事業体の成績評定要領 
 
・事業主体とは…森林所有者から委託を受けて森林整備を⾏う、森林組合等森林管理を⾏う者を⽰します。 
・事業実⾏者とは…森林整備に係る実作業を⾏う者を⽰します。 
・事業主体と事業実⾏者とでは評定基準等が異なるため、点数を単純⽐較することはできません。 
・事業区分 
  植樹系︓⼈⼯造林、樹下植栽等  
  保育系︓下刈、枝打ち 
  間伐系︓除伐等、間伐、更新伐 
  その他︓殺そ剤散布（地上）、侵⼊防⽌柵 
・点数表⽰⽅法 

森林整備補助事業については、事業種別に成績評定結果の平均点をA〜Eの５段階階層表⽰で記載しています。 
 Ａ︓90点以上 Ｂ︓80点以上90点未満 Ｃ︓60点以上80点未満 Ｄ︓50点以上60点未満 Ｅ︓50点未満 

 
・令和２年度森林整備補助事業成績評定状況 

区    分   評定件数/評価    A     B    C    D    E  
植樹系事業主体     １５３件     １０８件  ２６件 １９件  ０件  ０件 
植樹系事業実⾏者    ４３１件     ２５６件 １１７件 ５７件  ０件  １件  
保育系事業主体     ２０６件     １６５件  ２９件 １１件  ０件  １件 
保育系事業実⾏者    ５２８件     ２９４件 １５０件 ８４件  ０件  ０件 
間伐系事業主体     ２２７件     １７１件  ３８件 １７件  ０件  １件 
間伐系事業実⾏者    ３８４件     ２０８件 １１６件 ５９件  １件  ０件 
その他事業主体      ３４件      ２４件   ６件  ４件  ０件  ０件 
その他事業実⾏者     ４３件      ２７件  １２件  ４件  ０件  ０件 
     
 

 

 ※注１︓成績評定結果の公表は、評定を受けた事業体からの任意の申し出により公表するものであり、全ての事業体が公表しているものではありません。 
 ※注２︓公表された成績評定結果は事業体が恣意的に選択したものではなく、同年度に実施された全ての事業について公表しています。 
 ※注３︓成績評定は国、道、補助事業毎に定められた要領に基づき実施されており、評定に係る基準、⽅法等はそれぞれ異なります。 

※注４︓道有林育林事業及び森林整備補助事業に係る成績評定要領は、各振興局(森林室)閲覧所にて公表されています。 

※注５︓治⼭事業造林⼯事に係る施⾏成績評定結果については、各振興局閲覧所にて公表されています。 


